
令和６年３月 高知市

高齢者福祉の推進にあたっては、高齢者が住み慣れた地域でいきいきと

暮らし続けられる仕組みづくりが重要です。本計画では、「ちいきぐる

みの支え合いづくり」を基本理念として取組を推進します。

ちいきぐるみの

支え合いづくり
高知市高齢者保健福祉計画・第９期介護保険事業計画

〈 令和６年度 ～ 令和８年度 〉

ちいきぐるみの

支え合いづくり

概 要 版



人口が減少を続ける中、 歳以上（後期高齢者）人口は、令和 年度まで増え続け、一旦
減少に転じた後、令和 年度には、再び増加に転じることが予測されます。
また、高齢化率は、令和 年度には ％、令和 年度には ％になる見込みです。

本市の認知症高齢者は、
令和 年度には５人に１
人となることが予想され、
令和 年度にピークを迎
えた後、減少に転じるこ
とが予測されます。

本市の高齢者を取り巻く現状

１ 人 口減少と高齢者の増加

２ 要介護認定者の増加

本市の要介護（要支
援）認定者数及び認定率
は増加傾向にありますが、
令和 年度にピークを迎
えた後、減少に転じるこ
とが予測されます。

３ 認知症 高齢者の増加

本市は全国に先行する形で人口減少・高齢化が進んでおり、今後 歳以
上の高齢者や認知症高齢者も増えることが予想されています。01
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施策の方向性
地域包括ケアシステムの深化・推進を図ることが、地域共生社会の実
現につながるとして、そのための施策を進めていくこととしています。

●住民主体の介護予防活動や健康づくり活動などの再開、活性化に向けて支援します。
●認知症になってもできる限り住み慣れた地域で尊厳を保ち、希望をもって暮らし続け
られる地域づくりに取り組みます。

●ＡＣＰ（人生会議）の普及啓発と医療と介護が連携した支援体制づくりに取り組みま
す。

●複合化・複雑化した課題への相談に対応するため、包括的な支援体制づくりを強化し
ていきます。

●人口減少が進む中、ますます高まる介護ニーズに対応できるよう、介護サービスの提
供体制の維持について検討します。

指標名 現状（第８期） 目標（第９期）

65歳の平均自立期間
（65歳の人が要介護２の状態になるまでの期間）

【令和３年】
男性：17.68年
女性：21.89年

【令和７年】
男性：18.27年
女性：22.19年

高齢者の自覚的健康感が
「とてもよい」「まあよい」の割合

【令和５年度】
74.9%

【令和８年度】
78%

施策全体の指標・目標

市民一人ひとりが、自らが健康で自立した生活を行うことができるようにする「自
助」の取組、地域住民同士の支え合いやボランティア活動など地域で支え合う「共助」
の取組を推進する仕組みづくりが重要です。
また、「自助」「共助」を支える介護保険制度や権利擁護、高齢者福祉制度の充実な

ど「公助」の取組も重要です。
今後、市民一人ひとり、町内会や自治会、ボランティア団体、ＮＰＯ、社会福祉協議

会や社会福祉法人等が、それぞれの役割を持ち、連携することで、地域社会を元気にし
ていく活動を推進することが不可欠です。
本計画では、これらの状況を踏まえ、「ちいきぐるみの支え合いづくり」を基本理念

として、高齢者福祉を推進します。

ちいきぐるみの支え合いづくり

基本理念
「自助」「共助」の取組を推進する仕組みづくりや、これらを支える「公
助」の取組を進め、ちいきぐるみでの支え合いを進めていきます。

基本理念
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3 4

目 標

いきいきと暮らし続けられる

①健康づくり・介護予防の推進

②生活支援サービスの充実

③市民が主体となる地域活動の推進

１

施

策

多様なサービスを効果的に受けられる

①多様な主体との考え方や方向性の共有

②地域包括支援センターの機能強化

③地域分析に基づく保険者機能の強化

施

策

地域

医療 介護

医療が必要になったら…

生活を支える医療

介護が必要になったら…

自立した生活をめざした支援

●急性期から在宅医療までの連携
●かかりつけ医・かかりつけ歯科
医・かかりつけ薬局の普及

●訪問診療などの在宅医療の提供

●在宅系サービス提供

●施設系サービス提供

●多様な生活支援サービスの充実
●自立支援に向けたケアマネジメント・
サービス提供の整備

連携

住まい

認知症カフェ

民生委員
児童委員

百歳体操 老人クラブ ボランティア活動
町内会・

自治会活動

ＳＯＳ
ネットワーク

サービスＣ事業 宅老所 ＮＰＯ サービスＢ事業

集う場 健康づくり活動
こうち笑顔
マイレージ

民間企業
シルバー

人材センター

社会参加
健康づくり

介護予防

認知症かな？と思ったら… サービス付き
高齢者向け
住宅登録制度

など
認知症初期集中支援チーム

地域ケア会議
高齢者の個別課題の解決

多職種のネットワークの構築

協議体

地域課題を解決する
ネットワーク構築に向けた取組

居宅介護支援事業所

ケアマネジャー

地域包括支援センター

生活支援コーディネーター

在宅医療介護
支援センター

いつまでも元気で暮らすために…

地域でできる限り自立した生活を送るために…

介護や看護に従事する人たちが
誇りとやりがいを持って働き続けられる

①事業所の質の向上

②事業所の職場環境の改善支援

施

策

住み慣れた地域で暮らし続けられる

①多様な暮らし方の支援

②暮らしの中で受けられる介護サービスの充実

③公共空間や交通のバリアフリー化

施

策

④安心して暮らし続けられるための権利を守る支援

安心して暮らし続けられる

①ひとりになっても安心して暮らし続けられる支援

②認知症になっても安心して暮らし続けられる支援

③重度の要介護状態になっても安心して暮らし続け
られる支援

⑤災害時等でも安心して暮らし続けられる支援

施

策

施策の展開
―高知市がめざす地域包括ケアシステム（イメージ）―04

高知市社会福祉協議会

地域福祉コーディネーター

見守り・支え合い 多様な主体のネットワーク

日常生活の支援

認知症
地域支援推進員



所得段階 対象者 倍率
保険料

（年額）
保険料
（月額）

第 期保険料
（月額）
※軽減後

下段（ ）は
増減額

第１段階

・生活保護受給者または中国残留邦人等支援給付受給者
・老齢福祉年金受給者で、世帯全員が非課税の者
・世帯全員が市町村民税非課税で、課税年金収入額に年
　金以外の合計所得金額を加えると 万円以下の者

基準額×
※軽減後

円
※軽減後

円

円
※軽減後

円

円
（▲ 円）

第２段階
世帯全員が市町村民税非課税で、課税年金収入額に年金
以外の合計所得金額を加えると 万円超の 万円以下
の者

基準額×
※軽減後

円
※軽減後

円

円
※軽減後

円

円
（▲ 円）

第３段階
世帯全員が市町村民税非課税で、課税年金収入額に年金
以外の合計所得金額を加えると 万円超の者

基準額×
※軽減後

円
※軽減後

円

円
※軽減後

円

円
（▲ 円）

第４段階
本人は市町村民税非課税で、世帯員が市町村民税を課税
されている者かつ、本人の課税年金収入額に年金以外の
合計所得金額を加えると 万円以下の者

基準額× 円 円
円

（－）

第５段階
本人は市町村民税非課税で、世帯員が市町村民税を課税
されている者かつ、本人の課税年金収入額に年金以外の
合計所得金額を加えると 万円超の者

基準額 円 円
円

（－）

第６段階
本人が市町村民税課税で、合計所得金額が 万円未満
の者

基準額× 円 円
円

（－）

第７段階
本人が市町村民税課税で、合計所得金額が 万円以上

万円未満の者
基準額× 円 円

円
（－）

第８段階
本人が市町村民税課税で、合計所得金額が 万円以上

万円未満の者
基準額× 円 円

円
（ 円）

第９段階
本人が市町村民税課税で、合計所得金額が 万円以上

万円未満の者
基準額× 円 円

円
（ 円）

第 段階
本人が市町村民税課税で、合計所得金額が 万円以上

万円未満の者
基準額× 円 円

円
（ 円）

第 段階
本人が市町村民税課税で、合計所得金額が 万円以上

万円未満の者
基準額× 円 円

円
（ 円）

第 段階
本人が市町村民税課税で、合計所得金額が 万円以上

万円未満の者
基準額× 円 円

円
（ 円）

第 段階
本人が市町村民税課税で、合計所得金額が 万円以上

万円未満の者
基準額× 円 円

円
（ 円）

第 段階
本人が市町村民税課税で、合計所得金額が 万円以上
の者

基準額× 円 円
円

（ 円）

※軽減後：第１段階から第３段階については、公費により保険料負担を軽減しています。

※市町村民税課税者の保険料に係る所得（給与所得又は公的年金等に係る雑所得が含まれる場合）について、 万円控除を行う
特例措置は終了しました。

第９期の第１号被保険者の所得段階別介護保険料一覧

6

介護保険サービス利用者の本人負担分を除き、
公費（国・県・市の負担金） ％と、 歳以
上の方が納める保険料 ％で賄われています。

第９期介護保険事業計画

１ 介 護保険制度について

２ 施 設整備計画

人口構造の変化や介護ニーズの見込み等を踏まえ、介護保険制度の安定
運営とともに、真に必要な介護サービスの確保に取り組みます。

■居宅サービス
在宅での介護を中心とするサービス

■地域密着型サービス
身近な地域での生活を支えるサービス
■施設サービス等
施設等に入居した方に提供されるサービス

第１号被保険者の介護保険料は、介護サービス等の費用に対し、第１号被保険者の保険料で
負担する金額を算定し、第１号被保険者の人数で割って算定します。

令和６年度 令和７年度 令和８年度

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 １事業所

認知症対応型共同生活介護 １事業所 １事業所

短期入所生活介護 床

特定施設入居者生活介護（既存施設からの転換のみ） 床 床

第８期（計画値）
合計

第９期（計画値）
合計 令和６年度 令和７年度 令和８年度

介護給付費

地域支援事業費等※

総計

国の負担金
施設以外 ％
（施設 ％）

県の負担金
施設以外 ％
（施設 ％）

市の負担金
％

～ 歳の
方の保険料

％

歳以上の
方の保険料

％
公費
％

保険料
％

サービス利用者の自己負担

▲介護保険の財源割合
例 訪問介護、通所介護、短期入所生活介護

例 認知症対応型共同生活介護、定期巡回・随時対応型訪問介護看護

例 特別養護老人ホーム、特定施設入居者生活介護

基準額（令和６～８年度）…月額５ ９３６円

① 介護保険の財源

～ 歳のうち、医療保険に加入している方
で、特定疾病に該当する方と、 歳以上で、
介護が必要と認定された方。

② サービスを利用できる対象者

③ 利用できるサービス

３ 給 付費の推計

４ 第 号被保険者の介護保 険 料

05

5

※一部重層的支援体制整備事業実施分を含む金額

単位：千円



所得段階 対象者 倍率
保険料

（年額）
保険料
（月額）

第 期保険料
（月額）
※軽減後

下段（ ）は
増減額

第１段階

・生活保護受給者または中国残留邦人等支援給付受給者
・老齢福祉年金受給者で、世帯全員が非課税の者
・世帯全員が市町村民税非課税で、課税年金収入額に年
　金以外の合計所得金額を加えると 万円以下の者

基準額×
※軽減後

円
※軽減後

円

円
※軽減後

円

円
（▲ 円）

第２段階
世帯全員が市町村民税非課税で、課税年金収入額に年金
以外の合計所得金額を加えると 万円超の 万円以下
の者

基準額×
※軽減後

円
※軽減後

円

円
※軽減後

円

円
（▲ 円）

第３段階
世帯全員が市町村民税非課税で、課税年金収入額に年金
以外の合計所得金額を加えると 万円超の者

基準額×
※軽減後

円
※軽減後

円

円
※軽減後

円

円
（▲ 円）

第４段階
本人は市町村民税非課税で、世帯員が市町村民税を課税
されている者かつ、本人の課税年金収入額に年金以外の
合計所得金額を加えると 万円以下の者

基準額× 円 円
円

（－）

第５段階
本人は市町村民税非課税で、世帯員が市町村民税を課税
されている者かつ、本人の課税年金収入額に年金以外の
合計所得金額を加えると 万円超の者

基準額 円 円
円

（－）

第６段階
本人が市町村民税課税で、合計所得金額が 万円未満
の者

基準額× 円 円
円

（－）

第７段階
本人が市町村民税課税で、合計所得金額が 万円以上

万円未満の者
基準額× 円 円

円
（－）

第８段階
本人が市町村民税課税で、合計所得金額が 万円以上

万円未満の者
基準額× 円 円

円
（ 円）

第９段階
本人が市町村民税課税で、合計所得金額が 万円以上

万円未満の者
基準額× 円 円

円
（ 円）

第 段階
本人が市町村民税課税で、合計所得金額が 万円以上

万円未満の者
基準額× 円 円

円
（ 円）

第 段階
本人が市町村民税課税で、合計所得金額が 万円以上

万円未満の者
基準額× 円 円

円
（ 円）

第 段階
本人が市町村民税課税で、合計所得金額が 万円以上

万円未満の者
基準額× 円 円

円
（ 円）

第 段階
本人が市町村民税課税で、合計所得金額が 万円以上

万円未満の者
基準額× 円 円

円
（ 円）

第 段階
本人が市町村民税課税で、合計所得金額が 万円以上
の者

基準額× 円 円
円

（ 円）

※軽減後：第１段階から第３段階については、公費により保険料負担を軽減しています。

※市町村民税課税者の保険料に係る所得（給与所得又は公的年金等に係る雑所得が含まれる場合）について、 万円控除を行う
特例措置は終了しました。

第９期の第１号被保険者の所得段階別介護保険料一覧

6

介護保険サービス利用者の本人負担分を除き、
公費（国・県・市の負担金） ％と、 歳以
上の方が納める保険料 ％で賄われています。

第９期介護保険事業計画

１ 介 護 保 険 制 度 に つ い て

２ 施 設 整 備 計 画

人口構造の変化や介護ニーズの見込み等を踏まえ、介護保険制度の安定
運営とともに、真に必要な介護サービスの確保に取り組みます。

■居宅サービス
在宅での介護を中心とするサービス

■地域密着型サービス
身近な地域での生活を支えるサービス
■施設サービス等
施設等に入居した方に提供されるサービス

第１号被保険者の介護保険料は、介護サービス等の費用に対し、第１号被保険者の保険料で
負担する金額を算定し、第１号被保険者の人数で割って算定します。

令和６年度 令和７年度 令和８年度

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 １事業所

認知症対応型共同生活介護 １事業所 １事業所

短期入所生活介護 床

特定施設入居者生活介護（既存施設からの転換のみ） 床 床

第８期（計画値）
合計

第９期（計画値）
合計 令和６年度 令和７年度 令和８年度

介護給付費

地域支援事業費等※

総計

国の負担金
施設以外 ％
（施設 ％）

県の負担金
施設以外 ％
（施設 ％）

市の負担金
％

～ 歳の
方の保険料

％

歳以上の
方の保険料

％
公費
％

保険料
％

サービス利用者の自己負担

▲介護保険の財源割合
例 訪問介護、通所介護、短期入所生活介護

例 認知症対応型共同生活介護、定期巡回・随時対応型訪問介護看護

例 特別養護老人ホーム、特定施設入居者生活介護

基準額（令和６～８年度）…月額５ ９３６円

① 介護保険の財源

～ 歳のうち、医療保険に加入している方
で、特定疾病に該当する方と、 歳以上で、
介護が必要と認定された方。

② サービスを利用できる対象者

③ 利用できるサービス

３ 給 付 費 の 推計

４ 第 号 被 保険 者 の 介 護 保 険 料

05

5

※一部重層的支援体制整備事業実施分を含む金額

単位：千円



施策１ ②
生活支援サービスの充実

地域の実情に応じた生活支援サービスの充実に取り組みます。

類型 サービスＡ サービスＢ サービスＣ

種別 訪問型 通所型 訪問型 通所型 訪問型

内容

身体介護を伴わない、
自分で行うことが難
しい生活上の支援を
１時間程度行う。

（例）
掃除、整理整頓、
生活必需品の買い物、
薬の受け取りなど

スーパーの一角を事
業所として利用して、
バイタルチェックや
介護予防プログラム
を行うとともに、買
い物による身体機能
の向上を図る。

身体介護を伴わない、
自分で行うことが難
しい生活上の簡易な
支援を 分程度行う。

（例）
ゴミ出し、電球買換
え、買い物代行、話
し相手など

介護予防を目的とし
た通いの場で、交流
や食事提供などを行
う。
また、サービス利用
者を送迎する移動支
援を行う。

（例）
食事提供、体操、
交流、送迎支援など

リハビリ専門職等が家
庭訪問し、自宅等での
生活継続に必要な福祉
機器の導入や住宅改修、
動作獲得に向けた支援
を短期集中的（原則３
か月）に取組を行う。
また、身体機能維持の
ために、百歳体操につ
なげる。

対象者 事業対象者・要支援者
事業対象者・要支援者
※上記以外でも利用可能

事業対象者・要支援者
※短期集中支援により効

果が見込める方

費用
１回 円
（１割～３割が

自己負担）

月額
事業対象者 円
要支援１ 円
要支援２ 円
※１割負担の場合

事業所による 利用者負担なし

提供者 研修を修了した雇用労働者 ボランティア等の住民主体（有償含む）
理学療法士
作業療法士

認知症になっても安心して暮らし続けられる支援

認知症について正しく理解し、見守り支え合いのできる街づくりをめざします。

［ 電 話 ］ ［ 住 所 ］
〒 高知市本町５丁目１番 号

〃
〃
〃

〒 高知市塩田町 －
〒 高知市丸ノ内１丁目７番 号

高知市健康福祉部
地域共生社会推進課
介護保険課
高齢者支援課
保険医療課
基幹型地域包括支援センター
健康増進課

編
集
・
発
行

地域・学校・企業等に認知症に関する理解や
正しい知識を持った人を増やしていきます。

認知症の人やその家族を見守り支える方をつ
なぐチームオレンジの形成に取り組みます。

認知症の人が行方不明になった時に、警察だけでなく、認知症サポーターや企業、関係機関等が
協力して、行方不明者を発見・保護します。

家族等

高知市の取組の一部を紹介します

捜索システム行方不明

捜索システムで
捜索を依頼

認知症サポーターや
協力企業による捜索

捜索願

警察に捜索を依頼

協力要請

警察から消防に
捜索協力要請

発見・保護

発見した者が
警察に連絡

＋＋

チームオレンジ

ＳＯＳネットワーク

クローズアップ

施策２ ②

認知症サポーター




